
　平成26年3月期決算概要

～お客様の本業支援の実践で、地域から頼られる銀行を目指して～
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地域別預金残高構成比

46.5%

44.6%

6.8% 2.1%

地域別貸出残高構成比

35.9%

37.1%

25.2% 1.8%
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当行の営業エリア

地域別店舗構成

 　　群馬県　　38店

 　　埼玉県　　42店

 　　東京都　　

 

8店

 　　栃木県　　

 

3店

 　　その他

 
　　　インタ

 

ーネット支店1店

 
　　　及び振込専用支店2店

 

地域別店舗構成

　　群馬県　　38店

　　埼玉県　　42店

　　東京都　　

 

8店

　　栃木県　　

 

3店

　　その他
　　　インターネット支店1店
　　　及び振込専用支店2店

群馬県

埼玉県

東京都 栃木県

群馬県

埼玉県

東京都 栃木県



業況判断D.I. 「良い」-「悪い（▲）」・％ポイント、（　）内は前回予測
2013/3月 6月 9月 12月

▲ 5 7 10 16 20 （11） 11

▲ 8 11 13 17 17 （9） 11

2 17 19 22 20 （14） 17

▲ 25 ▲ 3 0 9 9 （0） 0

▲ 3 3 9 13 24 （14） 9

0 15 30 45 55 （25） 15

卸売 ▲ 40 ▲ 40 ▲ 20 10 10 （10） 20

小売 0 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 7 36 （0） ▲ 14

運輸 0 20 10 20 10 （30） 30

情報通信 0 0 0 0 0 （0） 0

電気・ガス 29 14 14 15 29 （15） 29

対事業所サービス ▲ 11 22 33 22 22 （22） 0

対個人サービス ▲ 20 0 ▲ 20 ▲ 20 ▲ 20 （▲20） ▲ 20

宿泊・飲食サービス ▲ 12 ▲ 13 0 ▲ 38 ▲ 25 （▲12） 0

物品賃貸 40 40 40 40 40 （40） 40

全国全産業 ▲ 8 ▲ 2 2 8 12 （6） 1

（計表の資料出所：日本銀行前橋支店「管内の企業短期経済観測調査結果（2014年3月）」）

管内全産業

非製造業

建設

製造業

加工業種

素材業種

6月まで
（予測）（平成25年3月）

2014/3月

（平成25年6月） （平成25年9月） （平成25年12月） （平成26年3月）
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地域経済の見通し（業種別にみた業況判断Ｄ．Ｉ．の変化）

平成26年3月期における業況判断D.I.は、前回調査（平成25年12月）から、製造業が（17→17）と横這い

となりましたが、非製造業は（ 13→24）と良化しました。先行き判断においても、製造業・非製造業ともに

「良い」が「悪い」を超過し、堅調な推移が見込まれます。
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地域経済の見通し（業種別・企業規模別の売上高の状況）

売上高 前年度（同期）比％

2012年度 2014年度

（平成24年度） （平成26年度）

<実績> <計画>

修正率

管内全産業 2.0 10.5 0.8 8.2 12.7 1.6 2.1 1.2

大企業 1.3 11.7 0.8 9.1 14.3 1.9 2.3 1.5

中堅企業 5.5 6.7 0.5 3.6 9.7 0.8 2.8 ▲ 1.0

中小企業 5.2 1.8 0.9 4.7 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 1.8 0.5

製造業 12.5 13.4 1.2 12.3 14.4 2.9 3.6 2.2

内需 10.7 0.9 0.5 2.0 ▲ 0.1 2.0 1.6 2.4

輸出 15.4 32.7 1.9 28.3 36.8 3.8 6.0 1.9

大企業 14.0 14.8 1.3 13.8 15.7 3.3 3.8 2.8

中堅企業 8.2 8.8 0.0 5.6 11.7 1.6 5.0 ▲ 1.3

中小企業 1.8 2.4 1.3 4.8 0.0 ▲ 1.2 ▲ 2.2 ▲ 0.1

非製造業 ▲ 7.9 7.2 0.4 3.4 10.8 0.1 0.2 0.0

大企業 ▲ 10.2 8.2 0.3 3.6 12.6 0.2 0.4 0.0

中堅企業 ▲ 2.1 3.8 1.2 0.7 6.7 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4

中小企業 8.0 1.4 0.5 4.7 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 1.4 0.9

全国全産業 0.6 3.8 0.4 2.6 4.9 0.7 1.1 0.3

（計表の資料出所：日本銀行前橋支店「管内の企業短期経済観測調査結果（2014年3月）」)

下期

2013年度
（平成25年度）

<実績見込み>
上期 下期 上期

平成25年度売上高実績見込みは、製造業が牽引し、大企業、中堅企業、中小企業ともに増加、

平成26年度売上高計画は、大企業、中堅企業が微増、中小企業が微減の見通し。
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　（単位：百万円）
平成25年3月期実績（b） 平成26年3月期実績（b） 前年同期比（b）－（a）

業務粗利益 31,358 32,352 994
資金利益 30,208 30,592 384
役務取引等利益 1,430 1,620 190
その他業務利益 ▲ 280 139 419
  （うち国債等債券損益（5勘定尻）） ▲ 376 27 403

経費 20,831 20,954 122
うち人件費 12,504 12,443 ▲ 61
うち物件費 7,343 7,530 186

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） Ａ 10,526 11,072 545
10,903 11,370 467

一般貸倒引当金繰入額　　　　Ｂ ー 325 325
業務純益                  Ａ－Ｂ 10,526 11,072 545

▲ 87 254 341
2,236 1,335 ▲ 901

783 1,105 322
849 ー ▲ 849
113 879 765

9,949 11,976 2,027
▲ 21 ▲ 335 ▲ 313

法人税・住民税及び事業税 1,451 109 ▲ 1,342
717 ▲ 1,140 ▲ 1,858

7,757 12,672 4,914
1,380 1,660 280

＊注1 不良債権処理額は、貸出金償却、個別貸倒引当金繰入額、偶発損失引当金繰入額、貸出債権売却損などです。

＊注2 信用コストは、一般貸倒引当金繰入額、不良債権処理額、貸倒引当金取崩額、偶発損失引当金取崩額の合計です。

当期純利益

償却債権取立益
貸倒引当金戻入益

信用コスト  注2

経常利益
特別損益

法人税等調整額

コア業務純益

株式等関係損益
不良債権処理額（▲）  注1

その他臨時損益

平成26年3月期決算概要（単体）

　コア業務純益、経常利益及び当期純利益は、いずれも過去最高益を更新しました。



7

21年9月22年9月23年9月24年9月
資金利益 128 141 151 151
役務取引 7 8 6 6

305302303

289

16
14

16

13

200

230

260

290

320

350

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

資金利益 役務取引等利益

収益の状況①
～資金利益・役務取引等利益～

資金利益は、預貸金収益が増加したことに加え、有価証券運用が堅調に推移したことにより、前年度比

384百万円増加の30,592百万円となりました。また、役務取引等利益も、預かり資産の販売額の増加に

より、前年度比190百万円増加の1,620百万円となりました。

（億円）
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113
109

95

106

60

73
77

126

30

50

70

90

110

130

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

コア業務純益 当期純利益

収益の状況②
～コア業務純益・当期純利益～

本業の収益力を示すコア業務純益は、資金利益が増加したことに加え、投資信託の販売増加等

により役務取引等利益も増加したことから、前年度比467百万円増加の11,370百万円と過去最高

益となりました。また、当期純利益も、コア業務純益が増加したことに加え、償却債権取立益等が

増加したことにより、過去最高益を更新いたしました。

（億円）
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経費とＯＨＲの状況

124125
122122

78 77 73 75

99
10 9

64.76

66.43

76.81

69.65

0

50

100

150

200

250

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

60

65

70

75

80

人件費 物件費 税金 OHR

経費は、機械化関連費用の増加により物件費が微増となりました。

ＯＨＲ（業務粗利益経費率）は、前年度比1.67%低下し64.76％となりました。

（％）（億円）

％

％

％

％
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3.5

4

4.5

5

5.5

6

6.5

破産更生債権 危険債権 要管理債権 開示債権比率

％

％

％
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不良債権の状況

金融再生法開示債権比率は、前年度比0.36％低下し4.24％となりました。

（％）

％

（億円）
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残高推移

2,082
1,769 1,656 1,592

748
891 979 1,108

232 219 241 188

913 1,074
1,394 1,544

781845
867

788

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

国債 地方債 社債 株式 その他

有価証券の状況

（億円）
（億円）

有価証券は、適切なポートフォリオ分散とインカム重視の運用により、引き続き高い利回りを

確保しております。

21年3月22年3月23年3月24年3月
有価証券利 42 51 68 77
有価証券利 0.91 1.12 1.52 1.65

受取利息配当金と利回り推移

787768
81

1.52

1.621.65
1.61

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

0.80
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受取利息配当金 利回り

（億円） （％）



12

10.45

9.84
9.76

9.31

9.00

9.50

10.00

10.50

11.00

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

自己資本比率

（％）

自己資本比率の状況

平成26年3月末より新基準（バーゼルⅢ国内基準）にて算出しております。

新基準による単体自己資本比率は10.45％となりました。

バーゼルⅡ基準 バーゼルⅢ基準



(億円）

16,310

17,341

16,740

17,711

16,000

16,200
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17,000

17,200

17,400
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18,000

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

預金
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預金の状況

預金は、法人・個人ともに順調に増加し、期末残高は前年度末比370億円増加の1兆7,711億円

となりました。

370億円の

増加
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預かり資産の状況

投資信託は、320億円の販売を行い、生命保険は43億円、公共債も19億円の販売・募集を行いました。

平成26年3月末の預かり資産残高は1,704億円となりました。

預かり資産残高推移

1,686

1,644

1,726
1,705

531 563
609

652

275 244
206 178

879 910
836 874
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預かり資産残高合計
　（億円）

0
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預かり資産残高合計（左軸） 投資信託 生命保険 公共債

(億円）



12,293

12,793

12,499

13,025

11,700

12,000

12,300

12,600

12,900

13,200

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

総貸出金

(億円）
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貸出金の状況①

貸出金は、前年度比232億円増加の1兆3,025億円となりました。

232億円の

増加



※中小企業貸出とは、銀行法施行規則第19条の2第1項3号ハに規定する別表第一における中小企業から個人事業者以外の個人を除いた先に対する貸出で

かつ次の貸出を除外しております。政府出資主要法人向け貸出及び特殊法人向け貸出、土地開発公社向け貸出等、大企業が保有するSPC向け貸出、当行

関連会社向け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出

中小企業貸出残高推移

5,768

5,919

6,161

5,623

5,300

5,500

5,700

5,900

6,100

6,300

23年3月 24年3月 25年3月 26年3月

中小企業貸出

（億円）
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貸出金の状況②
～中小企業貸出～

中小企業貸出は、前年度比242億円増加の6,161億円となりました。

242億円の

増加
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事業性貸出先新規開拓数の状況

平成23年4月から開始した「取引先紹介運動」により、事業性貸出先新規開拓数は前年度比156先増加

の1,921先となりました。

※「取引先紹介運動」とは、当行のお客様から当行と取引のないお客様をご紹介していただく運動です。

410

9018

　　事業性貸出先新規開拓数（件数：左軸）

　　取引先紹介運動による新規開拓数（件数：右軸）
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12,500

13,000
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事業性貸出先数

（先）
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事業性貸出先の状況

事業性貸出先新規開拓数が増加したことにより、事業性貸出先数は前年度比856先増加の12,709先

となりました。

856先の

増加
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平成25年3月期業種別貸出状況 （単位：百万円、％） 平成26年3月期業種別貸出状況 （単位：百万円、％）

製造業 163,267 12.76 製造業 156,004 11.98

127,857 9.99 128,246 9.85

35,409 2.77 27,757 2.13

1,054 0.08 1,116 0.09

128 0.01 108 0.01

94 0.01 200 0.02

75,215 5.88 75,563 5.80

70,190 5.49 72,429 5.56

5,025 0.39 3,133 0.24

1,575 0.12 1,278 0.10

4,179 0.33 4,263 0.33

32,208 2.52 31,508 2.42

100,100 7.82 92,882 7.13

65,774 5.14 67,007 5.14

34,326 2.68 25,874 1.99

53,270 4.16 60,063 4.61

193,792 15.15 187,407 14.39

169,623 13.26 178,745 13.72

24,169 1.89 8,661 0.66

各種サービス 143,919 11.25 各種サービス 152,862 11.74

120,502 9.42 131,129 10.07

23,416 1.83 21,733 1.67

70,100 5.48 71,050 5.45

うち中小企業先 51,663 4.04 うち中小企業先 55,096 4.23

うち中小企業先以外 18,437 1.44 うち中小企業先以外 15,953 1.22

地方公共団体 142,226 11.12 地方公共団体 170,107 13.06

その他 368,277 28.79 その他 369,161 28.34

1,279,311 100.00 1,302,529 100.00

うち中小企業先 591,943 46.27 うち中小企業先 616,171 47.31

うち中小企業先以外 687,367 53.73 うち中小企業先以外 686,358 52.69

うち中小企業先

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売・小売業

平成25年3月末 構成比

卸売・小売業

うち中小企業先

うち中小企業先

うち中小企業先以外

業種

運輸業・郵便業

うち中小企業先

うち中小企業先以外

うち中小企業先

うち中小企業先以外

医療・福祉

合　　　計

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

うち中小企業先

うち中小企業先以外

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

うち中小企業先以外

金融・保険業

不動産業・物品賃貸業

業種

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

うち中小企業先

うち中小企業先以外

平成26年3月末 構成比

うち中小企業先

うち中小企業先以外

うち中小企業先以外

金融・保険業

不動産業・物品賃貸業

うち中小企業先

合　　　計

うち中小企業先以外

うち中小企業先

うち中小企業先以外

医療・福祉

業種別貸出金の状況

貸出金は、多様な業種にバランス良く分散しております。
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～地域密着型金融の推進によるお客様支援の実践～

（平成24年度、25年度、26年度・・経営強化期間）

業務運営体制（チャネル）に関する戦略

経費の削減

効率化戦略

コンプライアンス態勢・リスク管理態勢の強化
－「ノーブレスオブリージ」の徹底　－

プランフェニックスⅢ概要

～地域から頼られる銀行を目指して～

１．地域密着型金融の推進によるお客様支援の実践に向けた活動強化

　（１）お客様支援活動…お客様に対する本業支援の全行的、継続的な

　　①TOWAお客様応援活動                                         　　取組み
　　②成長分野支援活動

　　③事業承継・相続等相談支援活動

　　④海外進出等支援活動

　　⑤知的財産等支援活動

　（２）コンサルティング機能の発揮

２．営業店サポート体制の強化

　・業務企画機能の強化、融資審査体制の強化

１．人的資源の効率的活用
　・適正を見極めつつ最適な人員配置

　・女性の渉外業務登用

２．効率的な営業経費の検討

　・労働時間の効率的配分や適正配置による生産性向上

　・物件費等の厳格な管理による経費の適正な分配

１．リスク管理体制の強化

　・リスク管理強化検討委員会による実効性のある管理

　　態勢の構築

　・統合的リスク管理の強化

２．業務執行及び監査・監督体制の強化

　・外部評価委員会による評価

　・社外取締役により取締役会における意思決定プロセス
　　の透明性確保

　・役付役員経験者や社外の第三者の監査役選任

３．法令等遵守態勢の強化

　・コンプライアンス実践計画でのＰＤＣＡサイクルの実践

　・反社取引対策委員会の運営態勢の強化

・顧客保護等管理態勢の更なる充実

・地域密着型金融
　の推進
・経営基盤の強化

１．顧客ニーズに基づく預金戦略

　・法人総合取引の推進とお客様ニーズに即した商品販売

２．コンサルティング機能の発揮による貸出戦略

　・取引先企業の本業支援への積極的な取組みによる

　　中小企業貸出の推進
３．安定的な資金収益確保に向けた有価証券運用戦略

　・収益性と流動性確保を両立させるポートフォリオ運営

４．顧客ニーズに基づく預かり資産戦略とアフターフォローの

　　充実

　・預かり資産商品のラインナップの充実とアフターフォロー

　　体制の充実

預金、貸出、有価証券運用及び預かり資産
（バランスシート等）に関する戦略

責任ある経営体制の確立
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お客様支援活動の概要について

当行は、ＴＯＷAお客様応援活動をはじめとして、成長分野支援活動、事業承継・相続等相談支援活動、

海外進出等支援活動、知的財産等支援活動等、お客様の本業支援を実践する活動に取り組んでおります。

当行のリレーションシップバンキング

事業承継・相続等相談支援活動

ＴＯＷＡお客様応援活動

成長分野支援活動

海外進出等支援活動 知的財産等支援活動
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